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Ａ．研究目的 
 多くのがん患者は多様な苦痛や悩みを有してい

る。緩和ケアは普及してきているといわれているが、

終末期がん患者は、わが国における最近の遺族調査

において、痛みが少なく過ごせた割合は約半数であ

り、医療者が速やかに症状緩和を試みながらも、

36％は苦痛緩和に至らずに最期を迎えていると報

告されている。 

 がん疼痛は、患者の苦痛の中でも頻度も高く、

Quality of  Lifeを著しく障害する症状であり、患

者にとって大きな問題となる。わが国においても、

がん疼痛治療が患者に十分に提供されているとは

いえず、さらなる改善が望まれる。 

がん疼痛のうち、一般的な薬物療法のみでは十分

に対応できない難治性の疼痛に対しては、神経ブロ

ック、放射線治療、画像下治療（Interventional 

Radiology, IVR）などの非薬物療法、および麻薬性

鎮痛薬メサドンによる疼痛治療が有効であると言

われている。しかし、難治性がん疼痛に対する専門

的な治療に関しては、その適応に施設間差や医師間

差があり、患者が受けられる治療には大きな差が存

在すると考えられる。その結果、十分に痛みが軽減

せず苦痛緩和に至らない患者も多いと考えらえる。

実臨床における難治性がん疼痛治療の実態を把握

し、その障壁や課題を明確にすることによって、難

治性がん疼痛に対する治療の実施を促進するため

の解決策を講じることができると考えられる。解決

策を講じることにより、質の高いがん疼痛治療や緩

和ケアが患者に提供されるようになり、患者の苦痛

を軽減することに資すると考えられる。  
 本研究では、わが国における難治性がん疼痛に

対する治療の実態や専門医の考えを調査し、難治

性がん疼痛に対する治療における障壁や課題の抽

出を行うことを目的とする。 

 
Ｂ．研究方法 
 難治性がん疼痛に対する治療の実態や専門医の

考えを調査するために、難治性がん疼痛を診療す

る専門医を対象とした質問紙調査、および施設を

対象とした質問紙調査を実施する。本調査におけ

る難治性がん疼痛に対する治療は、神経ブロック

（腹腔神経叢ブロック・内臓神経ブロック、フェ

ノールを用いた会陰部痛に対するブロック）、脊髄

鎮痛法（硬膜外鎮痛法、くも膜下鎮痛法）、放射線

治療、IVR（経皮的椎体形成術・骨形成術、骨転移

の痛みに対する経皮的動脈塞栓術）、経口メサドン

研究要旨：わが国において、難治性がん疼痛に対する専門的な治療に関しては、その適応に

施設間差や医師間差があり、患者が受けられる治療には大きな差が存在すると考えられる。

本研究では、わが国における難治性がん疼痛に対する治療の実態や専門医の考えを調査し、

治療の障壁や課題の抽出を行うことを目的とした。1年次には、難治性がん疼痛に対する治

療を行う専門医と、治療する専門医に紹介する専門医を対象に質問紙調査を行い、治療の実

態や専門医の考えを明らかにした。2年次には、がん診療連携拠点病院（国指定）、がん診

療連携拠点病院（国指定）以外の病院、在宅療養支援診療所の施設対象の質問紙調査を実施

した。3年次には、施設対象質問紙調査の結果を解析し、専門医対象質問紙調査の結果にと

合わせて、難治性がん疼痛に対する治療の実施促進のための解決策を検討した。調査結果か

ら、わが国おける難治性がん疼痛が十分に実施されているとはいえず、教育や連携といった

点での課題があることが明らかになった。質の高いがん疼痛治療や緩和ケアが患者に提供さ

れるようになるために、本研究結果をもとに、対策を講じる必要があると考えられる。 
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とした。また、緩和医療専門医・認定医に対して

は、免疫関連有害事象(Immune-related Adverse 
Events, irAE）に関する経験・知識と考えも尋ね

た。 

 

【専門医を対象とした質問紙調査】 
 難治性がん疼痛に対する治療を行う専門医と、

治療する専門医に紹介する専門医を対象に質問紙

調査を行った。難治性がん疼痛に対する治療を行

う専門医は、緩和医療専門医・認定医、ペインク

リニック専門医、IVR 専門医、在宅医療専門医と

した。紹介する専門医は、がん治療認定医、在宅

医療専門医とした。 
 対象者の適格規準は、各団体がホームページ上

で公表している認定医・専門医の名簿に名前があ

る認定医・専門医、または各団体が提供する認定

医・専門医のリストや宛名ラベルが用意できる認

定医・専門医とした。また、除外規準は、①日本

に在住していない者、②所属先が不明、または所

属先が存在しない者、③臨床を行わないと考えら

れる研究機関等が主な所属先である者、④介護施

設が主な所属先である者、⑤逝去されている者、

⑥歯科医師、⑦ペインクリニック専門医およびが

ん治療認定医のうち医院・診療所・クリニックが

主な所属先である者、⑧その他、研究者が不適と

判断した者、とした。がん治療認定医に関しては、

対象者が多いため、乱数表を用いて選択した 800

名を対象とした。 

 質問紙の内容は、エキスパート間の協議により

決定し、共通項目である対象者の背景を除き、専

門医により異なる内容となった。以下に主な質問

内容を示す。 
 ＜緩和医療専門医・認定医＞ 
・経口メサドンについての現状と考え 
・がんの痛みが十分に緩和されない時の対応 
・がんの痛みの治療の現状と改善策に関する 
考え 
・難治性のがん疼痛と心理社会的な要因やスピ 
リチュアルな要因についての考え 
・irAEに関する経験・知識と考え 

 ＜ペインクリニック専門医＞ 
・腹腔神経叢ブロック（内臓神経ブロック）、フェ

ノールを用いた会陰部痛に対するブロック、硬膜

外鎮痛法、くも膜下鎮痛法、それぞれについての

現状と考え 
・がんの痛みが十分に緩和されない時の対応 
・がんの痛みの治療の現状と改善策に関する考え 
・難治性のがん疼痛と心理社会的な要因やスピリ

チュアルな要因についての考え 
 ＜IVR 専門医＞ 
・腹腔神経叢ブロック（内臓神経ブロック）、経皮

的椎体形成術・骨形成術、骨転移の痛みに対する

経皮的動脈塞栓術、それぞれについての現状と考

え 

 ＜在宅医療専門医＞ 
・経口メサドンについての現状と考え 
・がんの痛みが十分に緩和されない時の対応 
・がんの痛みの治療の現状と改善策に関する考え

（専門家に求めることも含む） 
・難治性がん疼痛を有する患者の経験数 
・これまでの専門的な鎮痛法の経験 
 ＜がん治療認定医＞ 
・がんの痛みが十分に緩和されない時の対応 
・がんの痛みの治療の現状と改善策に関する考え

（専門家に求めることも含む） 

・難治性がん疼痛を有する患者の経験数 

・これまでの専門的な鎮痛法の経験 

 

 質問紙調査は、国立がん研究センター研究倫理

審査委員会により、「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」等の指針の適用範囲にいずれ

も該当しないため、研究倫理審査不要という判断

を受けた後に実施した。 

 各専門医に対する質問紙の発送は、2020 年 2 月

より順次行った。質問紙発送後おおよそ 2 週間経

過した時点で質問紙の返送がない対象者に対して、

葉書による督促を一度行った。質問紙の最終的な

受領期限は、2020 年 4 月とした。 
 
【施設を対象とした質問紙調査】 
 がん診療連携拠点病院（国指定）、がん診療連携

拠点病院（国指定）以外の病院、在宅療養支援診

療所を対象に、質問紙調査を行った 
 対象施設は、がん診療連携拠点病院（国指定）

については、令和 2 年 4 月 1 日時点で厚生労働省

が公表している一覧表を利用して、リストを作成

し、全 402 施設を対象とした。ここでいうがん診

療連携拠点病院とは、都道府県がん診療連携拠点

病院、地域がん診療連携拠点病院（高度型）、地域

がん診療連携拠点病院、地域がん診療連携拠点病

院（特例型）、国立がん研究センター、特定領域が

ん診療連携拠点病院である（地域がん診療病院は

含まない）。がん診療連携拠点病院（国指定）以外

の病院については、『「早期からの緩和ケア」の実

態に関する全国施設調査（研究代表者：武藤 学、

研究事務局：釆野 優）』で使用したリストを利用

して作成した。『「早期からの緩和ケア」の実態に

関する全国施設調査』では、医事日報社より平成

29 年 10 月に入手した全国病院情報データを購入

し利用している。同社は、当時各地方厚生局ホー

ムページの「全保険医療機関一覧表」から最新の

医療機関情報を同定し、郵送法で情報の追加・更

新を行っていた。『「早期からの緩和ケア」の実態

に関する全国施設調査』で利用したリストに記載

のある全病院について、研究者がホームページ等

により現状を確認し、必要に応じて修正を行ない、
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今回の研究で使用するリストを作成した。リスト

化された 8123 施設のうち、各都道府県の人口に比

例した都道府県ごとの病院数を決定したうえで、

さらに乱数表を用いてランダムに 955 施設を抽出

し、合計した 1000 施設のみに質問紙を送付した。

在宅療養支援診療については、日本医師会が作成

した地域医療情報システム（令和 2 年 12 月 1 日時

点）を用いて、在宅療養支援診療所を都道府県ご

とに検索し同定してリストを作成した。リスト化

された 14822 施設のうち、各都道府県の人口に比

例した都道府県ごとの診療所数を決定したうえで、

乱数表を用いてランダムに 1000 施設を抽出し、抽

出された 1000 施設のみに質問紙を送付した。 
また、がん診療連携拠点病院（国指定）以外の病

院および在宅療養支援診療所においては、以下の 3

つの除外基準を適用した；①50 床未満の病院、②

精神科、小児科、産科を主とする入院診療を行っ

ている病院、③以下の「診療科や診療体系を表す

言葉」が病院名称に含まれる病院（脳神経・卒中・

てんかん・循環器・血管・心臓・整形外科・手の

外科・脊椎・関節・リウマチ・リハビリ（リハビ

リテーション）・眼科・健診・検診 ・美容 ・救

急・ハート）。ただし、除外とする「診療科や診療

体系を表す言葉」以外も名称に含まれる病院につ

いてはホームページ等で確認のうえ除外とするか

を個々に決定し、「ハート」については複数の意味

を含むため、ホームページ等で確認のうえ除外と

するかを個々に決定した。 

 質問紙では、各施設の診療に関する基本的なデ

ータや関連する専門家の人数、難治性がん疼痛に

対するそれぞれの治療の実施（利用）の有無・実

施（利用数）・障壁に関して尋ねた。また、がん診

療連携拠点病院（国指定）においては、各治療に

ついての教育・普及の実態についても尋ねた。 
 質問紙調査は、国立がん研究センター研究倫理

審査委員会により、「人を対象とする医学系研究

に関する倫理指針」等の指針の適用範囲にいずれ

も該当しないため、研究倫理審査不要という判断

を受けた後に実施した。 

 各施設に対する質問紙の発送は、2021 年 1 月よ

り順次行った。質問紙発送後質問紙の返送がない

施設に対して、葉書による督促を一度行った。 
 質問紙回答の最終的な受領期限は、2021 年 4 月

末とした。 
 

（倫理面への配慮） 
 本研究に関係するすべての研究者は、ヘルシン

キ宣言および「人を対象とする医学系研究に関す

る倫理指針」 (平成 26 年文部科学省・厚生労働省

告示第 3号)に従って本研究を実施した。 

 個人情報および診療情報などのプライバシーに

関する情報は、個人の人格尊重の理念の下厳重に

保護され慎重に取り扱われるべきものと認識して

必要な管理対策を講じ、プライバシー保護に務め

た。 

 
Ｃ．研究結果 
【専門医を対象とした質問紙調査】 
各専門医の質問紙の送付および返送状況を表に

示す。有効回答率は、46.7～64.8％と高い割合であ

った。 
 多くの結果が得られているが本年度報告書では

ペインクリニック専門医における代表的な結果の

みを記す。 
 ペインクリニック専門医においては、各処置を

現在実施できると回答した割合は、腹腔神経叢ブロ

ック49.5％、フェノールを用いた会陰部痛に対する

ブロック55.2％、硬膜外鎮痛法75.2％、くも膜下鎮

痛法40.9％であった。一方で、過去3年間での実施

件数が0件と回答したペインクリニック専門医は、

腹腔神経叢ブロック59.1％、フェノールを用いた会

陰部痛に対するブロック62.8％、硬膜外鎮痛法

47.5％、くも膜下鎮痛法79.8％であり、10件以上実

施した専門医は、それぞれ8.7％、3.6％、12.9％、

2.5％であった。また、多変量解析の結果、「1年間

に診療する痛みのあるがん患者数」「症例数が少

ないため、経験を積むことや技術の取得が難しい」

「時間がないため実施が必要な患者を診療するこ

とが難しい」「自施設での導入が容認されない」

といった背景因子やバリア因子と、各治療の実施

が関連していた。 
 
専門医 対 象

者数 
除外 送 付

者数 
有効回答数（率） 

緩 和 医

療 専 門

医・認定

医 

762
名 

3名 759
名 

492名（64.8％） 

ペ イ ン

ク リ ニ

ッ ク 専

門医 

1525
名 

413
名 

1112
名 

545名（49.0％） 

IVR専門

医 
1087

名 
0名 1087

名 
554名（51.0％） 

在 宅 医

療 専 門

医 

308
名 

0名 308
名 

144名（46.7％） 

が ん 治

療 認 定

医 

800
名 

0名 800
名 

412名（51.5％） 
うち緩和医療

医・ペインクリ

ニック医 13 名

を除き399名を

解析 
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【施設を対象とした質問紙調査】 
がん診療連携拠点病院（国指定）、がん診療連携

拠点病院（国指定）以外の病院、在宅療養支援診療

所の回答数（率）はそれぞれ199施設（49.5％）、

198施設（19.8％）、196施設（19.6％）であった。 
 多くの結果が得られているが本年度報告書では、

がん診療連携拠点病院（国指定）における各鎮痛法

の実施状況、ならびに腹腔神経叢ブロック（または

内臓神経ブロック）における代表的な結果のみを

記す。 
 
＜がん診療連携拠点病院（国指定）における各鎮痛

法の実施状況＞ 
 がん診療連携拠点病院（国指定）においては、各

鎮痛法について、自施設で実施している/他施設に

紹介して利用している/実施（利用）できない・し

ていないと回答した割合はそれぞれ、腹腔神経叢ブ

ロック（または内臓神経ブロック）50.8％/10.3％
/39.0％、フェノールを用いた会陰部痛に対するブ

ロック44.8％/10.3％/44.8％、硬膜外鎮痛法56.2％
/3.6％/40.2％、くも膜下鎮痛法31.4％/6.2％/62.4％、

経皮的椎体形成術・骨形成術31.2％/3.8％/65.1％、

骨転移の痛みに対する経皮的動脈塞栓術14.8％

/0％/85.2％、経口メサドン59.9％/-（項目設定なし）

/40.1％であった（放射線治療はがん診療連携拠点

病院の指定要件であり実施の有無については項目

を設定せず）。 
 
＜腹腔神経叢ブロック（内臓神経ブロック）にお

ける代表的な結果＞ 
がん診療連携拠点病院（国指定）において、「自

施設で実施している」と回答した施設で主に実施し

ている診療科はペインクリニック・麻酔科67
（67.7％）、緩和医療科・緩和ケア科21（21.2％）、

内科13（13.1％）、放射線診断科・IVR科10（10.1％）

であり、過去3年間における実施件数中央値（四分

位範囲）は4（2, 9）件であった。「手技の実施の

障壁がある」と回答した施設は107（54.9%）であ

った。腹腔神経叢ブロック（内臓神経ブロック）実

施の障壁として中等度以上の問題があると回答さ

れた項目では、「技術的に実施できる医師がいない

/少ない」（71.0％）、「技術的に実施できる医師

はいるが勤務状況のために実施できない」（55.1％）

の割合が大きかった。腹腔神経叢ブロック（内臓神

経ブロック）に関する教育について、「実践・トレ

ーニング（研修）ができる」82（42.1％）、「治療

の適応を判断するトレーニングができる」107
（54.9％）、「施設内のがん診療に関わる医師・看

護師に対し、治療についての教育をしている」56
（28.7％）、「地域のがん診療に関わる医師・看護

師に対し、治療についての教育をしている」31
（15.9％）であった。 
 がん診療連携拠点病院（国指定）以外の病院にお

いては、「自施設で実施している」5.6％、「他施

設に紹介して利用している」5.6％、「実施・利用

できない／していない」88.8％であった。「他施設

に紹介して利用するにあたっての障壁がある」と回

答した施設は40（23.8％）であった。他施設に紹介

して利用するにあたっての障壁として中等度以上

の問題があると回答された項目では、「紹介先の医

師と繋がりがない（顔が見えない）」（62.5％）「自

施設から紹介できる地域の実施可能な施設につい

ての情報が得られず利用ができない」（57.5％）、

「治療の適応についての相談ができる窓口が分か

らない」（50.0％）、「治療の適応を判断するため

の勉強をする機会がない」（50.0％）の割合が高か

った。 
 在宅療養支援診療所においては、「他施設に紹介

して利用している」13.3％、「他施設に紹介して利

用できない/していない」80.6％であった。「他施

設に紹介して利用するにあたっての障壁がある」と

回答した施設は64（32.7％）であった。他施設に紹

介して利用するにあたっての障壁として中等度以

上の問題があると回答された項目では、「自施設か

ら紹介できる地域の実施可能な施設についての情

報が得られず利用ができない」（70.3％）、「治療

の適応についての相談ができる窓口が分からない」

（68.8％）、「治療の適応を判断するための勉強を

する機会がない」（65.7％）、「紹介先の医師と繋

がりがない（顔が見えない）」（64.1％）「適応を

判断できる医療者がいない」（53.1％）、「自施設

から紹介できる地域に実施可能な施設がない」

（51.5％）「利用後のフォローアップができない」

（50.0％）、の割合が高かった。 
 
Ｄ．考察 
 1年次は、難治性がん疼痛に対する治療に関する

質問紙調査を、専門医を対象に実施した。2年次に

は、施設を対象とした質問紙調査を実施し、また専

門医対象とした質問紙調査の結果を解析した。3年

次には、施設を対象とした質問紙調査の集計を完了

した。 

 難治性疼痛に対する各鎮痛法について、各専門医

においても、がん診療連携拠点病院（国指定）にお

いても、実際の実施件数は少ない可能性が示され、

患者に十分に行き届いている状況ではない可能性

が示唆された。 

ペインクリニック専門医による神経ブロックや

脊髄鎮痛法においては、「1年間に診療する痛みの

あるがん患者数」「症例数が少ないため、経験を

積むことや技術の取得が難しい」「時間がないた

め実施が必要な患者を診療することが難しい」「自

施設での導入が容認されない」といった背景因子

やバリア因子と、各治療の実施が関連していた。

このことから、患者に適切に神経ブロックや脊髄

鎮痛法といった鎮痛法が今後施行されるためには、
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手技を施行する専門医の教育やがん疼痛診療への

参画、がん患者を主に診療する医師と専門医との

橋渡しの仕組みなどが重要と考えられた。また、

これらの鎮痛法には十分なエビデンスがないもの

もあり、さらなるエビデンスの構築も必要と考え

られる。 
また、施設調査においても、「技術的に実施でき

る医師がいない/少ない」、「技術的に実施できる

医師はいるが勤務状況のために実施できない」とい

う手技実施側の障壁も明らかとなり、専門医での障

壁と矛盾しない結果となった。また紹介をする側の

障壁として、「自施設から紹介できる地域の実施可

能な施設についての情報が得られず利用ができな

い」「治療の適応についての相談ができる窓口が分

からない」「紹介先の医師と繋がりがない（顔が見

えない）」「自施設から紹介できる地域に実施可能

な施設がない」「治療の適応を判断するための勉強

をする機会がない」「適応を判断できる医療者が

いない」といった項目の割合が高く、「連携」「教

育」という点に障壁があり改善を図る必要がある

ことが示唆された。教育については、実践や治療適

応判断のトレーニングができるがん診療連携拠点

病院（国指定）が多くはなく、施設内や地域のがん

診療に関わる医療者に対する教育も十分ではない

実態が明らかになった。 
本研究において、わが国における難治性がん疼痛

に対する治療は十分に実施されているとはいえず、

教育や連携といった点での課題が明らかになった。

質の高いがん疼痛治療や緩和ケアが患者に提供さ

れるようになるために、本研究結果をもとに、対策

を講じる必要があると考えられる。 

 

Ｅ．結論 
本研究では、専門医および施設を対象に全国質

問紙調査を実施し、わが国おける難治性がん疼痛

が十分に実施されているとはいえず、教育や連携と

いった点での課題があることが明らかになった。質

の高いがん疼痛治療や緩和ケアが患者に提供され

るようになるために、今回の研究結果をもとに、対

策を講じる必要があると考えられる。 
 

F．健康危険情報 
  なし 
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療の実態：全国質問紙調査～IVR医への期待. 
シンポジウム/口演. 第50回日本IVR学会総会
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